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要 旨  

近 年 、 企 業 の 情 報 開 示 で は 統 合 報 告 が 議 論 さ れ て い る 。 2013 年 に は IIRC が

国 際 統 合 報 告 フ レ ー ム ワ ー ク を 公 表 し た 。 そ こ で は 価 値 創 造 プ ロ セ ス や ビ ジ ネ

ス モ デ ル の 開 示 が 議 論 さ れ て い る 。 非 営 利 組 織 の 開 示 と い う 観 点 か ら 統 合 報 告

を 視 野 に 入 れ る べ き で あ る と の 意 見 も あ る こ と か ら 、 本 稿 で は 、 統 合 報 告 の 行

政 へ の 展 開 可 能 性 を 考 え る た め の 予 備 的 な 作 業 と し て 、 統 合 報 告 に つ い て の 論

点 の 整 理 と 若 干 の 考 察 を 行 う 。  

本 稿 で は 、 ま ず 、 統 合 報 告 に い た る 3 つ の 議 論 の 流 れ を 鳥 瞰 す る 。 次 に 、 統

合 報 告 の 現 状 と 課 題 に つ い て 、 そ の 概 要 や 活 用 方 法 等 の い く つ か の 論 点 を 概 観

す る 。 そ し て 、 統 合 報 告 の 活 用 方 法 と し て は 情 報 開 示 と 情 報 利 用 が あ る こ と を

指 摘 し た の ち 、 行 政 へ の 展 開 可 能 性 に つ い て 若 干 の 検 討 を 行 う 。 行 政 で も 企 業

と 同 様 、情 報 開 示 と 情 報 利 用 と い う 2 つ の 活 用 方 法 が あ る が 、企 業 の 場 合 よ り

も 情 報 利 用 が 相 対 的 に 重 要 で あ る と 考 え ら れ る と と も に 、 そ こ で は 管 理 会 計 手

法 が よ り 重 要 に な っ て く る と 思 わ れ る 。  
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報 開 示 、 情 報 利 用 、 方 法 論 と し て の 管 理 会 計 手 法 、 環 境 問 題 へ の 対 応  
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1. は じ め に  

近 年 、 企 業 の 情 報 開 示 に お い て 統 合 報 告 が 議 論 さ れ て き て い る 。 2013 年 12

月 に は 、 国 際 統 合 報 告 評 議 会 （ International Integrated Reporting Council. 以

下 で は IIRC と い う ） が 国 際 統 合 報 告 フ レ ー ム ワ ー ク を 公 表 し て い る （ IIRC, 

2013b）。統 合 報 告 に つ い て は 、ビ ジ ネ ス モ デ ル や 価 値 創 造 プ ロ セ ス の 開 示 が 議

論 さ れ て い る が 、 非 営 利 組 織 の 開 示 制 度 の 再 構 築 と い う 観 点 か ら 統 合 報 告 を 視

野 に 入 れ る 必 要 が あ る と す る 意 見 も あ る （ 小 西 , 2012, p.21）。 そ こ で 、 本 稿 で

は 、 統 合 報 告 の 行 政 へ の 展 開 可 能 性 を 考 え る た め の 予 備 的 な 作 業 と し て 、 統 合

報 告 に つ い て の 論 点 の 整 理 と 若 干 の 考 察 を 行 い た い 1 。  

本 稿 で は 、 ま ず 、 統 合 報 告 に い た る 3 つ の 議 論 の 流 れ を 鳥 瞰 す る 。 次 に 、 統

合 報 告 の 概 要 と そ の 活 用 方 法 等 の い く つ か の 論 点 を 概 観 す る 。 そ の 上 で 、 行 政

へ の 展 開 可 能 性 に つ い て 若 干 の 考 察 を 行 う 。  

 

2. 統 合 報 告 に い た る 3 つ の 議 論 の 流 れ  

加 賀 谷 （ 2012, pp.81-82） は 、 統 合 報 告 に 向 け た 3 つ の 経 路 に つ い て 述 べ て

い る 。そ こ で 、本 稿 で は 、加 賀 谷（ 2012）の 議 論 に ヒ ン ト を 得 て 、 統 合 報 告 に

い た る 議 論 の 流 れ を 3 つ に 整 理 す る 。こ の 3 つ の 流 れ と は 、環 境 や 経 済 社 会 の

持 続 可 能 性 の 観 点 か ら の 議 論 の 流 れ 、 非 財 務 情 報 の 開 示 の 観 点 か ら の 議 論 の 流

れ 、 そ し て 、 企 業 価 値 を 決 定 す る 要 因 の 情 報 開 示 の 観 点 か ら の 議 論 の 流 れ で あ

る 2 。 以 下 で 順 に 概 観 す る 。  

 

2-1. 環 境 や 経 済 社 会 の 持 続 可 能 性 の 観 点 か ら の 議 論  

1970 年 の ロ ー マ ク ラ ブ に よ る『 成 長 の 限 界 』と い っ た 環 境 制 約 へ の 意 識 の 高

ま り や 、1974 年 の 宇 沢 弘 文 に よ る『 自 動 車 の 社 会 的 費 用 』と い っ た 企 業 の 社 会

                                                      
1 本 稿 は 個 人 的 意 見 で あ り 、 筆 者 の 属 す る 組 織 と は 何 ら 関 係 が な い 。 ま た 、 本
稿 を ま と め る に あ た り 、 玉 川 大 学 で の 管 理 会 計 研 究 会 お よ び 財 務 総 合 政 策 研 究
所 の 研 究 会 で ご 検 討 を い た だ い た 。 感 謝 を 申 し 上 げ た い 。  
2 Busco et al.（ 2013, p.5） は 、 社 会 、 環 境 、 経 済 の 観 点 か ら 整 理 し て い る 。  
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的 責 任 が 問 わ れ る 時 代 背 景 の 下 、 会 計 の 分 野 で も 動 き が 見 ら れ た 。 そ こ で 、 ま

ず 、 社 会 責 任 会 計 と 環 境 会 計 に つ い て 確 認 す る 。 そ し て 、 よ り 一 般 的 な CSR

（ Corporate Social Responsibility： 企 業 の 社 会 的 責 任 ）や ESG（ Environment, 

Social, Governance：環 境 、社 会 、ガ バ ナ ン ス ）投 資 に つ い て 確 認 し 、こ れ ら が

環 境 や 経 済 社 会 の 持 続 可 能 性 の 観 点 か ら の 議 論 と つ な が っ て い く こ と を み る 。  

 

2-1-1. 社 会 責 任 会 計  

1966 年 、 AAA（ the American Accounting Association： ア メ リ カ 会 計 学 会 ）

の ASOBAT（ A Statement of Basic Accounting Theory） は 、 会 計 を 、 情 報 の 利

用 者 が 事 情 に 精 通 し て 判 断 や 意 思 決 定 を 行 う こ と が で き る よ う に 、 経 済 的 情 報

を 識 別 し 、測 定 し 、伝 達 す る プ ロ セ ス で あ る と 定 義 し た（ AAA, 1966, 訳 p.2）。

会 計 を 情 報 と 位 置 付 け 、 会 計 の 目 的 を 利 用 者 が 意 思 決 定 を 行 う 場 合 に 有 用 な 情

報 を 提 供 す る こ と と し た の で あ る 。 そ の 特 徴 は 、 情 報 シ ス テ ム と し て の 会 計 、

情 報 の 有 用 性 の 強 調 、 多 元 的 評 価 、 予 測 情 報 や 物 量 表 示 で あ り 、 企 業 に 係 る 情

報 提 供 の 拡 充 の 歴 史 に お い て エ ポ ッ ク と な っ た （ 勝 山 , 2015, p.2）。  

1970 年 代 、 AAA は 社 会 責 任 会 計 に 関 連 す る い く つ か の 報 告 書 を ま と め た 。

例 え ば 、AAA（ 1975）は 、社 会 と 自 然 環 境 に 及 ぼ す 企 業 の 影 響 に つ い て の 測 定

と 報 告 に 関 連 し た 社 会 会 計 を 考 察 し 、 大 気 汚 染 効 果 の 社 会 原 価 や 、 平 等 な 雇 用

機 会 提 供 プ ロ グ ラ ム の 社 会 原 価 、 工 場 閉 鎖 の 地 域 社 会 へ の イ ン パ ク ト な ど の 測

定 を 試 み て い る 。 ま た 、 AAA（ 1976） は 、 企 業 の 社 会 活 動 を 示 す も の と し て 、

米 国 企 業 が 年 次 報 告 書 の 中 で 社 会 的 測 定 の 開 示 を ど の 程 度 行 っ て い る か を 調 べ 、

社 会 会 計 へ の 関 心 が 高 ま る 前 の 1960 年 代 に 既 に 一 般 化 し て お り 、1970 年 代 に

も な お 増 加 傾 向 に あ る と し て い る 。  

わ が 国 で も 公 害 が 社 会 的 な 課 題 と な る 中 、 社 会 責 任 会 計 と し て 環 境 会 計 へ の

方 向 性 を 示 す 議 論（ 吉 田 , 1973）や 、ま た 、企 業 の 投 機・買 い 占 め の 抑 制 や 公 害

防 止 の 努 力 を 促 す と い っ た 企 業 行 動 の 会 計 的 統 制 と い っ た 議 論 も 提 示 さ れ た

（ 若 杉 , 1973）。更 に 、管 理 会 計 上 の 課 題 と し て 、社 会 的 ベ ネ フ ィ ッ ト と 社 会 的

コ ス ト の 測 定 を 伴 う 社 会 責 任 会 計 も 提 言 さ れ た （ 櫻 井 , 1981, pp.217-245）。  
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2-1-2. 環 境 会 計  

 加 賀 谷 （ 2012） に よ れ ば 、 米 国 で は 1970 年 代 後 半 よ り 環 境 開 示 を め ぐ る 取

り 組 み に 進 展 が 見 ら れ 、1977 年 に 公 表 さ れ た SFAS19 号「 石 油・ガ ス 生 産 会 社

に よ る 財 務 会 計 報 告 」 の 中 で 資 源 企 業 の 除 染 除 去 コ ス ト に つ い て の 開 示 が 求 め

ら れ る よ う に な っ た （ FASB, 1977, p.14, No.37）。 1990 年 代 に 入 る と 、 地 球 規

模 で の 大 気 汚 染 、 水 質 汚 濁 、 土 壌 ・ 地 下 水 汚 染 、 地 盤 沈 下 及 び 廃 棄 物 や 悪 臭 な

ど に よ っ て 自 然 環 境 の 悪 化 が 危 機 的 状 況 に な っ た 。 こ の よ う な 背 景 の 下 で 解 決

の ひ と つ の ツ ー ル と し て の 環 境 会 計 が 展 開 さ れ て き た（ 勝 山 , 2015, p.4）。こ の

環 境 会 計 に つ い て は 、 企 業 と 社 会 と の 関 係 を 把 握 ・ 開 示 し よ う と す る 社 会 関 連

会 計 の な か で 、 環 境 問 題 が 世 界 的 な 関 心 と な っ た こ と か ら 、 環 境 会 計 が 突 出 す

る 形 で 発 展 し て き た と 指 摘 さ れ て い る （ 勝 山 , 2003, pp.578-579）。  

 

2-1-3. CSR 

 会 計 で は 社 会 責 任 会 計 や 環 境 会 計 と し て 議 論 さ れ て き た が 、 こ れ ら に 密 接 に

関 連 す る も の と し て「 企 業 の 社 会 的 責 任 」（ Corporate Social Responsibility：以

下 で は CSR と い う ）の 議 論 が 存 在 す る 。わ が 国 で は 近 江 商 人 の「 三 方 よ し 」に

CSR の 原 点 が 見 い だ さ れ る と さ れ て い る が 、 最 初 に CSR が 盛 り 上 が っ た の は

1970 年 代 で あ る（ 向 山 , 2017, p.47）。公 害 問 題 を き っ か け と し た 当 時 の CSR 論

は 、 公 害 、 企 業 の 買 い 占 め や 売 り 惜 し み な ど の 反 社 会 的 ・ 反 倫 理 的 行 為 に 対 す

る も の と し て 、 社 会 に お け る 企 業 の 在 り 方 を 規 範 的 に 議 論 す る 場 を 提 供 し た 。

そ し て 、1990 年 代 に 惹 起 し た 世 界 的 な 地 球 環 境 問 題 へ の 対 応 は 、CSR に お け る

重 要 な 柱 と 位 置 付 け ら れ る よ う に な っ た 。  

 そ の 後 、CSR に は 新 た な 展 開 が 見 ら れ た 。こ こ で は 、CSR の 制 度 化 の 動 き と

「 共 通 価 値 の 創 出 」（ Creating Shared Value： 以 下 で は CSV と い う ） に つ い て

言 及 す る 。  

CSR に つ い て は 、法 律 等 に よ っ て 法 的 に 拘 束 す る ハ ー ド・ロ ー を 通 じ た 制 度

化 の 道 は 取 ら れ て い な い 。 実 践 的 な 効 果 を 有 し 得 る 行 動 に つ い て の ル ー ル と し
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て 、 法 的 な 拘 束 の な い 、 い わ ゆ る ソ フ ト ・ ロ ー と し て 推 進 さ れ て き て い る 。  

1997 年 、GRI（ Global Reporting Initiative：以 下 で は GRI と い う ）が 米 国 ボ

ス ト ン で 設 立 さ れ た（ 現 在 の 本 部 は オ ラ ン ダ ）。GRI は 経 済 の 持 続 可 能 性 を 高 め

る こ と を 目 的 と し て 設 置 さ れ た 。そ し て 、CSR や 経 済 の 持 続 可 能 性 に か か わ る

活 動 に つ い て の 企 業 の 説 明 責 任 を 促 す こ と を 狙 い と し て 、 当 該 情 報 に 関 す る 報

告 の フ レ ー ム ワ ー ク を 策 定 し て い っ た 。2006 年 の ガ イ ド ラ イ ン の 第 3 版（ G3）

に お い て は 、経 済 価 値 、環 境 価 値 、社 会 価 値（ 労 働 、人 権 、社 会 、製 造 物 責 任 ）

と い っ た ト リ プ ル ボ ト ム ラ イ ン 3 を 意 識 し た 開 示 フ レ ー ム ワ ー ク が 提 示 さ れ た

（ 加 賀 谷 , 2012, pp.81-82）。2013 年 に は 、重 要 性 に 焦 点 を 当 て 、準 拠 す べ き 基

準 に 戦 略 等 が 加 わ っ た 第 4 版 の ガ イ ド ラ イ ン（ G4）が 公 表 さ れ た 。そ の 後 、2018

年 7 月 か ら は モ ジ ュ ー ル 化 さ れ た GRI ス タ ン ダ ー ド が 適 用 さ れ て い る 。  

 ま た 、 2010 年 に は 、 国 際 標 準 と し て CSR に 関 す る 世 界 初 の ガ イ ド ラ イ ン 文

書 と し て ISO26000 が 定 め ら れ た 。 ISO26000 に は 、 公 共 と 民 間 の あ ら ゆ る 組

織 に 適 用 可 能 で あ る こ と 、 認 証 を 意 図 し な い 手 引 書 （ ガ イ ド ラ イ ン ） で あ る こ

と 、 様 々 な ス テ ー ク ホ ル ダ ー が 合 意 に 至 る ま で 議 論 を 尽 く す と い う 策 定 プ ロ セ

ス が と ら れ た こ と に 特 徴 が あ る と さ れ て い る （ 三 輪 , 2018）。  

 CSR の 新 た な 展 開 と し て CSV（ Creating Shared Value） の 動 き も 見 ら れ た 。

Porter and Kramer（ 2006） は 、 従 来 の 倫 理 的 な CSR で は な く 、 自 ら の 競 争 優

位 に 結 び つ く 社 会 問 題 と 企 業 の バ リ ュ ー チ ェ ー ン に 関 係 す る 一 部 の 社 会 問 題 に

こ そ 戦 略 的 に 対 応 す べ き で あ る と し て 戦 略 的 な CSR 観 4 を 主 張 し た 。 そ し て 、

2011 年 に は 、社 会 の ニ ー ズ や 難 問 に 取 り 組 む こ と に よ っ て 社 会 的 価 値 を 創 造 す

る 方 法 を 通 じ て 、 経 済 的 価 値 を 創 造 す る と い う Shard Value の 原 則 を 提 唱 し た

（ Porter and Kramer, 2011, p.64）。  

 

2-1-4. ESG 投 資  

                                                      
3 1997 年 に 英 国 サ ス テ ナ ビ リ テ ィ 社 の ジ ョ ン ・ エ ル キ ン ト ン が 提 唱 し た 。  
4 Porter and Kramer（ 2006） で は 「 Corporate Social Integration」 と す る 。  
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 昨 今 、 新 聞 に お い て 言 及 さ れ る こ と の 多 い ESG （ Environment, Social, 

Governance：環 境 、社 会 、ガ バ ナ ン ス ）投 資（ 以 下 で は ESG 投 資 と い う ）は 、

1920 年 代 の 社 会 的 投 資 責 任 （ Social Responsible Investment。 以 下 、 SRI と い

う 5 ）が 出 発 点 と さ れ る 。須 藤（ 2017, pp.165）に よ れ ば 、こ れ は 、1920 年 代 、

米 国 の キ リ ス ト 教 会 が 基 金 を 運 用 す る に 当 た っ て 、 酒 や た ば こ 、 ギ ャ ン ブ ル と

い っ た 宗 教 的 価 値 観 に 反 す る こ と に 関 係 す る 企 業 に 投 資 し な い こ と を 意 味 す る

と の こ と で あ り 、 当 時 は ネ ガ テ ィ ブ ・ ス ク リ ー ニ ン グ で 考 え ら れ て い た 。 そ の

後 、 1960 年 代 ～ 1970 年 代 の 米 国 で は 公 民 権 運 動 や 反 戦 運 動 な ど の 広 範 な 社 会

運 動 を 背 景 に 、 軍 需 産 業 等 へ の 投 資 回 避 な ど の 行 動 が と ら れ 、 こ れ が 、 SRI が

発 展 し て い く バ ッ ク ボ ー ン と な っ た 。 更 に 、 1990 年 代 以 降 は CSR の 普 及 に 伴

い 、SRI が 一 般 投 資 家 に も 受 け 入 れ ら れ て い っ た 。2000 年 代 に 入 る と 、社 会 問

題 へ の 対 応 に 優 れ た 企 業 を 選 ん で 投 資 す る ポ ジ テ ィ ブ ・ ス ク リ ー ニ ン グ が 広 が

っ た 。 そ し て 、 2006 年 頃 か ら Environment, Social, Governance の 三 つ を 総 称

す る も の と し て ESG と い う 用 語 が 使 わ れ る よ う に な っ た こ と か ら 、SRI に 代 え

て ESG 投 資 と 呼 ば れ る よ う に な っ た 。  

こ の よ う に 、SRI と ESG 投 資 の 意 味 は 似 て い る よ う に 思 わ れ る 。し か し 、SRI

が キ リ ス ト 教 の 倫 理 的 な 観 点 か ら 始 ま っ た 投 資 で あ る の に 対 し て 、ESG 投 資 は

ESG を 考 慮 す る こ と が 、企 業 へ の 投 資 の 長 期 的 リ タ ー ン を 最 大 化 す る こ と に 寄

与 す る と 考 え ら れ て い る 点 に 違 い が あ る 。ESG 投 資 に お い て は 、通 常 の 資 産 運

用 に お い て 全 て の 投 資 対 象 で ESG を 考 慮 す る と さ れ て お り 、 ESG 投 資 は 特 殊

な 投 資 で は な い と さ れ て い る の で あ る （ 須 藤 , 2017, p.165）。  

 ESG 投 資 に 関 連 し て 、 最 近 で は SDGs（ Sustainable Development Goals： 持

続 可 能 な 開 発 目 標 。以 下 で は SDGs と い う ）に 言 及 さ れ る こ と も 多 い 。SDGs が

最 初 に 使 わ れ た の は 、2011 年 夏 、リ オ ＋ 20（ 国 連 持 続 可 能 な 開 発 会 議 ）の 準 備

会 合 に お い て で あ り（ 蟹 江 , 2018）、そ の 後 、2015 年 の 国 連 サ ミ ッ ト で 採 択 さ れ

                                                      
5 須 藤 （ 2017, p.164） に よ れ ば 、 2008 年 以 降 、 SRI の 呼 称 は Sustainable and 
Responsible Investment と さ れ た 。  
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た 「 持 続 可 能 な 開 発 の た め の 2030 ア ジ ェ ン ダ 」 に 記 載 さ れ た 。 SDGs は 2030

年 ま で の 国 際 目 標 と さ れ 、 17 目 標 と 169 の 具 体 的 数 値 や 目 標 年 を 含 む タ ー ゲ

ッ ト で 構 成 さ れ て い る 。  

 

2-2. 非 財 務 情 報 の 開 示 の 観 点 か ら の 議 論  

近 年 、世 界 的 に も 、わ が 国 で も 、財 務 情 報 の 価 値 関 連 性 が 低 下 傾 向 に あ る（ 加

賀 谷 , 2015, p.79; Lev and Gu, 2016, 訳 p.4）。 こ れ を 受 け て 、 財 務 報 告 の 拡 張

と し て 、 非 財 務 情 報 の 開 示 を 検 討 す る 動 き も 見 ら れ る よ う に な っ て き た 。  

 

2-2-1. 米 国 証 券 取 引 法  

1974 年 よ り 、米 国 証 券 取 引 所 法 に 基 づ き 、財 務 諸 表 か ら 読 み 取 る こ と が で き

な い 数 値 変 化 の 理 由 や 要 因 な ど に つ い て 、 MD＆ A（ Management’s Discussion 

and Analysis of the Summary of Operations： 経 営 者 に よ る 討 議 と 分 析 ） に よ る

開 示 が 求 め ら れ る よ う に な っ た 。尾 崎（ 2002）は 、MD＆ A の 意 義 と し て 、過 去

の 事 実 に 関 す る 財 務 情 報 の 限 界 と そ の 補 完 、 流 動 性 （ 支 払 能 力 ） 情 報 の 提 供 、

理 解 の 容 易 さ ・ 充 実 し た 情 報 内 容 の 提 供 、 将 来 志 向 情 報 の 提 供 が あ る と す る 。  

 

2-2-2. 英 国 会 計 基 準 委 員 会 （ ASB）  

1993 年 に は 、ASB（ Accounting Standard Board：英 国 会 計 基 準 委 員 会 ）が 経

営 の 視 点 を 投 資 家 に 提 供 す る 観 点 か ら 、 “Operating and Financial Review”と い

う 意 見 書 を 公 表 し た 。 こ の 背 景 に は 、 企 業 の 開 示 す る 財 務 諸 表 な ど の み で は 十

分 に 情 報 利 用 者 の ニ ー ズ を 満 た す こ と が で き な い と い う 問 題 意 識 が あ っ た （ 加

賀 谷 , 2012, p.82）。 そ の 後 、 こ の 意 見 書 は 上 場 企 業 に 広 く 適 用 さ れ 、 2003 年 に

は 、 よ り 高 い レ ベ ル の 原 則 を 含 む 意 見 書 に 改 定 さ れ た （ Croneri, HP）。  

 

2-2-3. ア メ リ カ 公 認 会 計 士 協 会 （ AICPA） に お け る 動 き  

非 財 務 情 報 の 開 示 に 関 し て 、 1994 年 に AICPA （ American Institute of 

Certificated Public Accountants：ア メ リ カ 公 認 会 計 士 協 会 。以 下 で は AICPA と
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い う ）か ら 公 表 さ れ た ジ ェ ン キ ン ズ 報 告 書 が あ る（ AICPA, 1994） 6 。同 報 告 で

は 、 財 務 情 報 に 加 え て 、 情 報 利 用 者 そ の 他 の ス テ ー ク ホ ル ダ ー の 意 思 決 定 に 有

用 な 情 報 と し て の 非 財 務 情 報 の 開 示 に 言 及 し て い る 。 企 業 の 将 来 の 姿 を 予 測 す

る た め に 、 非 財 務 情 報 は 重 要 で あ る と さ れ て い る （ 溝 口 , 2008, p.24）。  

そ の 後 、AICPA が 中 心 と な っ て「 改 善 さ れ た 企 業 報 告 」（ Enhanced Business 

Reporting。 以 下 、 EBR と い う ） の 動 き が 活 発 と な っ た 。 2004 年 に は 研 究 レ ポ

ー ト が 公 表 さ れ 、 2006 年 に は 提 案 に 具 体 性 を 持 た せ る た め の フ レ ー ム ワ ー ク

（ AICPA, 2006） 7 が 公 表 さ れ る な ど の 動 き が み ら れ た 。  

 

2-2-4. 国 際 会 計 基 準 審 議 会 （ IASB）  

2000 年 代 に 入 っ て か ら 、IFRS（ International Financial Reporting Standards：

国 際 財 務 報 告 基 準 。 以 下 で は IFRS と い う ） へ の 適 用 に 向 け た 動 き が 加 速 す る

状 況 の 下 、 財 務 報 告 や そ れ を 支 え る 会 計 処 理 に 見 積 り や 予 測 の 要 素 が 拡 大 し て

き た こ と か ら 、 財 務 情 報 と 非 財 務 情 報 と の 関 係 が よ り 密 接 に な っ て き て い る 。

こ の た め 、 非 財 務 情 報 の 開 示 の 拡 充 を 図 る 動 き が 加 速 し て き て い る （ 加 賀 谷 ,  

2012, p.82）。こ う し た 動 き を 受 け て 、IASB（ International Accounting Standards 

Board：国 際 会 計 基 準 審 議 会 。以 下 で は IASB と い う ）は 、2005 年 10 月 に「 経

営 者 に よ る 説 明 」（ Management Commentary）に 関 す る 討 議 資 料 を 公 表 し た 8 。

そ の 後 、 2009 年 6 月 に 公 開 草 案 を 、 2010 年 12 月 に は 実 践 基 準 書 （ Practical 

Statement）を 公 表 し た 。当 該 基 準 書 で は 、財 務 情 報 を 補 完 す る た め 、① 事 業 の

                                                      
6 同 報 告 で は 、 利 用 者 の 情 報 ニ ー ズ 及 び 改 善 策 の 費 用 と 便 益 に 基 づ い て 、 事 業
報 告 書 記 載 情 報 の 種 類 の 改 善 、 財 務 諸 表 の 改 善 、 監 査 人 の 関 与 の 改 善 、 変 革 の
促 進 の 4 つ の 領 域 に お け る 改 善 を 勧 告 す る （ 八 田 ・ 橋 本 訳 , p.10）。  
7 AICPA（ 2006） で は 、 ビ ジ ネ ス の 概 観 、 戦 略 、 能 力 （ competencies） と 資
源 、 業 績 に つ い て の 詳 細 が 提 示 さ れ て い る 。  
8 古 庄 （ 2006） は 、 こ の MC の 公 表 に よ り 、 IASB が こ れ ま で IFRS の 範 囲 外
と し て き た 財 務 諸 表 外 情 報 に 係 る 開 示 領 域 の 質 の 改 善 を 通 じ て 、 財 務 報 告 全 体
の 透 明 性 確 保 と ナ レ ー テ ィ ブ な 会 計 情 報 の 国 際 的 な 標 準 化 に 向 け て 重 要 な 一 歩
を 踏 み 出 し た と 指 摘 す る 。  
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性 質 、 ② 目 的 ・ 戦 略 、 ③ 資 源 ・ リ ス ク ・ 関 係 、 ④ 結 果 ・ 見 込 み 、 ⑤ 業 績 指 標 の

5 つ に 区 分 し 、報 告 活 動 を 行 う こ と を 推 奨 し て い る 。こ の 点 に 関 し 、古 庄（ 2018, 

p.48）は 、当 該 基 準 書 の 到 達 点 に つ い て 、⑴ IASB は 強 制 力 の な い 表 示 と し て の

指 針 で あ る こ と 、 ⑵ 上 記 の ① ～ ⑤ な ど は 財 務 報 告 の 内 側 に あ る こ と 、 ⑶ 財 務 情

報 と ナ ラ テ ィ ブ な 情 報 が 概 念 フ レ ー ム ワ ー ク を 共 有 す る こ と を 示 し た こ と を そ

の 特 徴 と し て 整 理 し う る と す る 一 方 、 す べ て の 非 財 務 情 報 を 財 務 報 告 に 収 容 し

う る と 考 え て い た わ け で は な い と 指 摘 す る 。  

 

2-3. 企 業 価 値 を 決 定 す る 要 因 の 情 報 開 示 の 観 点 か ら の 議 論  

企 業 の 無 形 資 産 や ビ ジ ネ ス モ デ ル 9 な ど 企 業 価 値 の 決 定 因 子 と し て 重 要 な 情

報 の 拡 充 を 促 す 動 き も 見 ら れ る （ 加 賀 谷 , 2015, p.80）。 と り わ け 、 昨 今 で は 、

財 務 諸 表 に 計 上 さ れ な い 見 え な い 資 産 で あ る イ ン タ ン ジ ブ ル ズ （ 無 形 の 資 産 ）

が 注 目 さ れ て い る 。そ こ で 、西 原（ 2018, pp.54-72）の 整 理 に 従 い 、イ ン タ ン ジ

ブ ル ズ の 価 値 創 造 プ ロ セ ス と し て 注 目 さ れ て き た 様 々 な 報 告 書 や ガ イ ド ラ イ ン

に お け る 取 り 組 み に つ い て 概 観 す る 10 。  

 

2-3-1. ス カ ン デ ィ ア ・ ナ ビ ゲ ー タ ー  

 ス カ ン デ ィ ア ・ ナ ビ ゲ ー タ ー は 保 険 会 社 で あ る ス ウ ェ ー デ ン の ス カ ン デ ィ ア

社 が 刊 行 し た 知 的 資 本 報 告 書 の 名 称 で あ り 、1994 年 度 ア ニ ュ ア ル レ ポ ー ト の 付

録 と し て 刊 行 さ れ た 。 ス カ ン デ ィ ア ・ ナ ビ ゲ ー タ ー で は 、 ① 財 務 焦 点 、 ② 顧 客

焦 点 、 ③ プ ロ セ ス 焦 点 、 ④ 革 新 ・ 開 発 焦 点 、 ⑤ 人 的 焦 点 と い う 5 つ の 焦 点 の う

                                                      
9 ビ ジ ネ ス モ デ ル に は 定 ま っ た 定 義 は な い が 、 三 谷 （ 2014） の 考 察 が あ る 。  
10 古 庄 （ 2018, p.140） は 、 日 欧 の 知 的 資 本 レ ポ ー テ ィ ン グ は ま ず 知 的 資 本 の
マ ネ ジ メ ン ト を 推 進 す る た め の ツ ー ル と し て 研 究 ・ 実 践 さ れ 、 そ の 延 長 線 上 に
ス テ ー ク ホ ル ダ ー と の 対 話 ツ ー ル と し て 位 置 付 け ら れ る と い う 、 マ ネ ジ メ ン ト
及 び ス テ ー ク ホ ル ダ ー ・ コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン 指 向 で あ っ た 。 こ れ に 対 し 、 米 国
の 無 形 資 産 情 報 開 示 の 議 論 は 、 主 と し て 財 務 報 告 の 価 値 関 連 性 の 低 下 に 対 処 す
る た め に 、 事 業 報 告 を 拡 充 す る 潮 流 の 中 で 展 開 し て き て お り 、 資 本 市 場 に 向 け
た デ ィ ス ク ロ ー ジ ャ ー 指 向 で あ っ た と 指 摘 す る 。  
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ち ② ～ ⑤ の 4 つ の 知 的 資 本 が 最 終 的 に ① と な り 、企 業 価 値 の 創 造 に 影 響 を 与 え

る と い う プ ロ セ ス を 描 い て い る （ 西 原 , 2018, pp.56-57）。 全 体 的 に 、 管 理 会 計

の BSC と 似 た 構 造 と な っ て い る 。  

 

2-3-2.  MERITUM ガ イ ド ラ イ ン  

MERITUM（ MEasuRing Intangibles To Understand and improve innovation 

Management）プ ロ ジ ェ ク ト は 、デ ン マ ー ク 、フ ィ ン ラ ン ド 、フ ラ ン ス 、ス ペ イ

ン 、 ノ ル ウ ェ ー 、 ス ウ ェ ー デ ン の 大 学 ・ 研 究 機 関 に よ る 学 術 共 同 プ ロ ジ ェ ク ト

と し て 1998 年 に 取 り 組 み が 開 始 さ れ た 。2002 年 に 公 表 さ れ た ガ イ ド ラ イ ン で

は 、① 企 業 ビ ジ ョ ン 、② イ ン タ ン ジ ブ ル ズ の 資 源 及 び 活 動（ サ マ リ ー ）、③ イ ン

タ ン ジ ブ ル ズ の 資 源 と 活 動 の 体 系 と い う モ デ ル を 構 築 し 、 そ の 中 で イ ン タ ン ジ

ブ ル ズ の マ ネ ジ メ ン ト プ ロ セ ス を 考 え て い く と い う ア プ ロ ー チ を と っ て い る

（ 西 原 , 2018, pp.60-62）。  

 

2-3-3. PRISM プ ロ ジ ェ ク ト  

PRISM （ Policy-making Reporting and measurement, Intangibles, Skills, 

development, Management）プ ロ ジ ェ ク ト は 、イ ギ リ ス 、イ タ リ ア 、ス ペ イ ン 、

デ ン マ ー ク 、オ ラ ン ダ 、ア イ ル ラ ン ド 、ス ウ ェ ー デ ン の 7 か 国 8 研 究 機 関 に よ

り 2000 年 に 開 始 さ れ た 。 PRISM プ ロ ジ ェ ク ト は 、 国 レ ベ ル と 企 業 レ ベ ル で の

知 的 資 産 に 関 す る 統 計 情 報 の 整 備 に 関 し て 提 言 を 行 っ て い る 。 同 プ ロ ジ ェ ク ト

の 価 値 創 造 プ ロ セ ス は 、 製 品 や サ ー ビ ス を 生 産 す る 資 産 と 企 業 に 競 争 優 位 を も

た ら す 資 産 と い う 2 つ の 流 れ に よ る 価 値 創 造 プ ロ セ ス を 想 定 し 、前 者 に は 有 形

財 と 無 形 財 が 、 後 者 に は 無 形 潜 在 能 力 と 無 形 コ ン ピ タ ン ス が あ る 。 そ し て 、 こ

の 2 つ の 流 れ を リ ー ダ ー シ ッ プ に よ り マ ネ ジ メ ン ト し て 価 値 を 創 造 す る と い う

プ ロ セ ス を 描 い て い る （ 西 原 , 2018, pp.65-66）。  

 

2-3-4. デ ン マ ー ク 知 的 資 本 報 告 書 ガ イ ド ラ イ ン  

デ ン マ ー ク で は 貿 易 産 業 庁 が 中 心 と な り 、 同 国 17 企 業 の 参 加 を 得 て 、 1998
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年 に 知 的 資 本 報 告 書 ガ イ ド ラ イ ン 作 成 プ ロ ジ ェ ク ト が 開 始 さ れ 、 2000 年 と

2003 年 に 2 つ の レ ポ ー ト と し て 公 表 さ れ た 。 こ れ ら の ガ イ ド ラ イ ン が 提 示 し

た 価 値 創 造 プ ロ セ ス は 、 価 値 創 造 の 目 的 と 手 段 や 、 知 的 資 本 に よ る 価 値 創 造 の

因 果 関 係 な ど に つ い て 、 首 尾 一 貫 し た ス ト ー リ ー に よ っ て 体 系 的 に 説 明 す る も

の で あ る 。具 体 的 に は 、① ナ レ ッ ジ ナ ラ テ ィ ブ（ 知 識 の 物 語 ）、② マ ネ ジ メ ン ト

の 課 題 、 ③ 実 施 項 目 、 ④ 評 価 指 標 と い う 順 で 落 と し 込 ん で い く こ と と な る （ 西

原 , 2018, pp.69-70）。  

 

2-3-5. 知 的 資 産 経 営 の 開 示 ガ イ ド ラ イ ン か ら WICI へ  

 住 田 （ 2013） に よ れ ば 、 経 済 産 業 省 は 2005 年 か ら そ れ ぞ れ の 企 業 に 固 有 の

知 的 資 産 を 独 自 の や り 方 で 組 み 合 わ せ て 価 値 を 創 造 し て い く 知 的 資 産 経 営 を 推

奨 し 、 企 業 と ス テ ー ク ホ ル ダ ー の 間 の コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン ツ ー ル に な る 知 的 資

産 経 営 報 告 書 に つ い て の 開 示 ガ イ ド ラ イ ン を 示 し た 。 そ こ で は 、 価 値 創 造 の ス

ト ー リ ー は 各 社 そ れ ぞ れ で あ る こ と か ら 、 欧 州 の 知 的 資 本 報 告 書 ガ イ ド ラ イ ン

に 見 ら れ る よ う な 価 値 創 造 プ ロ セ ス の モ デ ル は 提 示 さ れ て い な い 。そ の 一 方 で 、

ス ト ー リ ー を 構 成 す る 項 目 や 、 ス ト ー リ ー を 裏 付 け る 指 標 の 記 載 は 求 め ら れ て

い る （ 西 原 , 2018, pp.71-72）。  

2008 年 に WICI 11（ the World’s Intellectual Capacity/Assets Initiative。以 下

で は WICI と い う ）は 、わ が 国 経 済 産 業 省 の ガ イ ド ラ イ ン と 先 述 の EBR の フ レ

ー ム ワ ー ク を 合 体 さ せ る 形 で 新 た な レ ポ ー テ ィ ン グ の 枠 組 み を 提 示 し た 。 こ の

枠 組 み の 項 目 は 例 示 と し て 示 さ れ 、 そ こ で は 、 企 業 全 体 の 価 値 創 造 の ス ト ー リ

ー と そ の あ ら す じ と し て の 主 要 な 要 素 、 過 去 か ら 現 在 と 現 在 か ら 将 来 と い う 2

つ の サ イ ク ル が 重 視 さ れ て い る （ 住 田 , 2013, p.18）。  

2016 年 に は 、原 則 主 義 の 下 、非 財 務 情 報 や  業 種 別 KPI に 焦 点 を 当 て た WICI

イ ン タ ン ジ ブ ル ズ 報 告 フ レ ー ム ワ ー ク（ バ ー ジ ョ ン 1.0）が 公 表 さ れ た（ WICI, 

2016）。 こ れ は 4 つ の 章 か ら な り 、 目 的 や 背 景 と と も に 、 イ ン タ ン ジ ブ ル ズ の

                                                      
11 WICI の 設 立 は 2007 年 。  
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定 義 等 を 示 し つ つ 、 そ の 報 告 や コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン に お け る 主 要 な 原 則 の 解 説

を 行 い 、 報 告 の 望 ま し い 構 成 や 内 容 を 提 示 し て い る 。   

 

2-4. 統 合 報 告 に い た る 議 論 の 動 向 に つ い て の 整 理  

 以 上 の よ う な 統 合 報 告 に い た る 3 つ の 議 論 の 流 れ を 踏 ま え 、こ こ で 、こ れ ら

の 議 論 の 動 向 を 整 理 し て お く 。 そ こ に は 、 多 過 ぎ る 開 示 項 目 ・ 開 示 量 と い う 課

題 と 、 持 続 可 能 性 と 価 値 創 造 と の ２ つ の 方 向 性 が 指 摘 で き る の で あ る 。  

 

2-4-1. 多 岐 に わ た る 開 示 項 目 と 増 大 し つ つ あ る 開 示 量  

見 積 り や 予 測 の 要 素 が 大 き い IFRS の 適 用 、わ が 国 会 計 基 準 の 国 際 的 統 合 化・

収 斂 化 の 進 展 の 中 で 、 企 業 に お け る 開 示 量 は 増 大 し つ つ あ る 。 加 え て 、 先 述 の

よ う な 様 々 な 議 論 を 受 け て 、 ア ニ ュ ア ル レ ポ ー ト 、 事 業 報 告 書 、 環 境 報 告 書 、

CSR 報 告 書 、情 報 セ キ ュ リ テ ィ 報 告 書 な ど 、多 数 の 報 告 書 を 企 業 は 作 成 し て い

る 。 わ が 国 企 業 は 平 均 で 6～ 7 の 報 告 書 を 作 成 し て い る と い う 指 摘 も あ る （ 加

賀 谷 , 2012）。こ の よ う に 、開 示 項 目 が 多 岐 に わ た る よ う に な る と と も に 、開 示

量 も 膨 大 な も の と な っ て き て い る 。  

 こ の よ う な 多 過 ぎ る 開 示 項 目 ・ 開 示 量 は 、 情 報 の 受 け 手 の 理 解 が 困 難 と な る

と い う 問 題 を 伴 う こ と と な る 。 そ の 結 果 、 項 目 ・ 量 と も に 、 重 要 な も の に い か

に 絞 る べ き か と い う 課 題 を ク リ ア す る こ と が 求 め ら れ る よ う に な る 。 そ し て 、

こ の よ う な 課 題 に 応 え る べ く 、IIRC の 統 合 報 告 書 で は 、簡 潔 性 や 重 要 性 、情 報

の 結 合 性 な ど の 指 導 原 則 が 設 け ら れ て い る 。  

 

2-4-2. 持 続 可 能 性 と 価 値 創 造 の 2 つ の 方 向 性  

先 述 の 3 つ の 議 論 の 流 れ に は 2 つ の 方 向 性 が 観 察 さ れ る 。環 境 な ど の 持 続 可

能 性 と 知 的 資 産 の マ ネ ジ メ ン ト な ど の 価 値 創 造 の 2 つ の 方 向 性 で あ る 。  

ま ず 、環 境 な ど の 持 続 可 能 性 に 関 す る 議 論 で あ る が 、こ れ は 、1960 年 代 以 降 、

社 会 責 任 会 計 、環 境 会 計 、CSR や ESG 投 資 な ど と し て 、一 貫 し て 議 論 さ れ て き
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て い る 12 。 こ の 持 続 可 能 性 に つ い て の IIRC の 統 合 報 告 に お け る 取 り 扱 い は 微

妙 で あ る 。 後 述 の よ う に 、 基 礎 概 念 に お い て 6 つ あ る 資 本 の な か で 、 自 然 資 本

や 社 会 ・ 関 係 資 本 が 明 記 さ れ て は い る 。 価 値 創 造 プ ロ セ ス を 通 じ て 、 自 然 資 本

や 社 会 ・ 関 係 資 本 か ら ど の よ う に イ ン プ ッ ト が な さ れ る の か 、 ま た 、 ア ウ ト カ

ム が 自 然 資 本 や 社 会 ・ 関 係 資 本 に ど の よ う に つ な が る の か な ど が 示 さ れ る こ と

が 期 待 さ れ て い る 。 し か し 、 次 に 述 べ る 価 値 創 造 と 比 較 す れ ば 、 そ の 取 り 扱 い

が 小 さ い こ と は 否 め な い よ う に 思 わ れ る 。 と り わ け 、 環 境 問 題 へ の 対 応 と い っ

た 方 向 性 は 、 後 背 に 退 い て い る よ う に 見 え る 。  

も う 1 つ は 、知 的 資 産 の マ ネ ジ メ ン ト な ど の 価 値 創 造 と い う 方 向 の 議 論 で あ

る 。こ れ に 関 し て は 、WICI を は じ め と し て 様 々 な 取 り 組 み が 行 わ れ て い る 。価

値 創 造 に つ い て IIRC は 、 後 述 の よ う に 、 そ の 基 礎 概 念 で 価 値 創 造 プ ロ セ ス を

規 定 し て お り 、 中 心 的 な 概 念 と し て 大 き く 取 り 扱 っ て い る 。  

 

3. 統 合 報 告 の 現 状 と 課 題  

こ こ で は 、ま ず 、IIRC の 概 要 と し て 、そ の 設 立 か ら 統 合 報 告 の 背 景 、統 合 報

告 の フ レ ー ム ワ ー ク に つ い て 概 観 す る 。 次 に 、 統 合 報 告 の 活 用 方 法 と し て 、 情

報 開 示 と 情 報 利 用 の 2 つ の 活 用 方 法 が あ る こ と な ど を 述 べ る 。  

 

3-1. IIRC の 概 要  

3-1-1. IIRC の 設 立 等  

 英 国 の チ ャ ー ル ズ 皇 太 子 は 、 企 業 活 動 が 環 境 に 与 え る 負 荷 を 計 測 し て 財 務 諸

表 に 載 せ る べ き と の 考 え か ら 、2006 年 に A４ S（ Accounting for Sustainability）

を 開 始 し た 。こ の A4S と 先 述 の GRI が 共 同 で 2010 年 7 月 に 、IIRC（ International 

Integrated Reporting Committee. 現 International Integrated Reporting 

Council） を 設 立 し た 。 こ の IIRC の 設 立 に 先 立 つ 2009 年 暮 に 開 催 さ れ た 関 係

                                                      
12 こ の 点 に 関 し て 住 田 （ 2013, p.23） は 、 特 定 の 社 会 的 価 値 を 強 調 し た い 立 場
か ら の 制 度 化 の 要 求 と い う 傾 向 も 伴 い 易 い と 指 摘 す る 。  
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者 間 の 会 合 に お い て 、① リ ー マ ン シ ョ ッ ク の よ う な 事 態 を 2 度 と 引 き 起 こ さ な

い 、 ② 金 融 ・ 資 本 市 場 の 短 期 志 向 の 是 正 を 図 る 、 ③ 企 業 ・ 社 会 ・ 環 境 の 持 続 可

能 性 に 関 す る 企 業 報 告 の あ り 方 を 検 討 す る こ と が 急 務 で あ る 点 で 合 意 に 達 し た

（ 久 禮 他 , 2014, p.14）。  

 そ し て 、 2011 年 6 月 に は 統 合 報 告 の 骨 格 に 関 す る デ ィ ス カ ッ シ ョ ン ペ ー パ

ー （「 統 合 報 告 に 向 け て － 21 世 紀 に お け る 価 値 の 伝 達 」） が 公 表 さ れ た （ IIRC, 

2011）。そ こ で は 、６ つ の 資 本 を 活 用 し 、短 期・中 期・長 期 の 時 間 軸 の 中 で 、ど

の よ う に 価 値 を 創 造 す る の か を 整 理 し た 上 で 、 そ れ ら を 戦 略 的 な 観 点 や ビ ジ ネ

ス モ デ ル と し て の 視 点 か ら 一 貫 し た 形 で 統 合 す る ア プ ロ ー チ を と る と と も に 、

重 要 性 の 観 点 か ら 開 示 す べ き 情 報 を 絞 る べ き で あ る こ と な ど を 指 摘 す る 。 先 述

の 2-4-1.や 2-4-2.で 見 た 方 向 性 が 、こ の 段 階 か ら 観 察 さ れ る こ と が 注 目 さ れ る 。 

そ の 後 、 2012 年 7 月 に は 統 合 報 告 フ レ ー ム ワ ー ク ア ウ ト ラ イ ン が 、 同 年 11

月 に は 統 合 報 告 フ レ ー ム ワ ー ク プ ロ ト タ イ プ が 、 2012 年 3 月 に は バ ッ ク グ ラ

ウ ン ド ペ ー パ ー が 公 表 さ れ た 。そ し て 、2013 年 4 月 の 公 開 草 案（ IIRC, 2013a）

の 公 表 を 経 て 、同 年 12 月 に は 国 際 統 合 報 告 フ レ ー ム ワ ー ク（ IIRC, 2013ｂ ）が

公 表 さ れ る に い た っ て い る 。  

 

3-1-2. 統 合 報 告 の 背 景  

IIRC 審 議 会 の ジ ェ シ カ ・ フ リ ー ス 氏 （ ジ ェ シ カ , 2013） に よ れ ば 、 統 合 報 告

の 背 景 に は 2 つ の キ ー と な る ド ラ イ バ ー が あ る と 指 摘 す る 。第 1 の ド ラ イ バ ー

は 、 マ ク ロ 経 済 の 趨 勢 に 注 目 す る こ と で あ る 。 こ れ に よ り 、 そ の 下 で 企 業 が ど

の よ う な 活 動 を し て い る の か を 、 投 資 家 を 含 む ス テ ー ク ホ ル ダ ー が 知 る こ と が

で き る 。第 2 の ド ラ イ バ ー は 、あ ふ れ た 情 報 を ま と め る 必 要 が あ る こ と で あ る 。

こ れ に よ り 、 本 当 に 注 目 す べ き 大 事 な 部 分 が 分 か る こ と が で き る 。 な お 、 前 者

の マ ク ロ 経 済 の 趨 勢 へ の 着 目 に つ い て は 、IIRC 設 立 時 の 考 え 方 の う ち 、① リ ー

マ ン シ ョ ッ ク の よ う な 事 態 を 回 避 す べ き こ と 、 ② 金 融 ・ 資 本 市 場 の 短 期 志 向 の

是 正 を 図 る こ と が 強 く 影 響 し て い る 。後 者 の 情 報 を ま と め る 必 要 性 に つ い て は 、

先 述 の 多 過 ぎ る 開 示 項 目 ・ 量 が 強 く 影 響 し て い る と 思 わ れ る 。  
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ま た 、 IIRC の テ ク ニ カ ル マ ネ ー ジ ャ ー の 三 代 ま り 子 氏 （ 三 代 , 2012） は 、 企

業 活 動 に つ い て の 内 外 の ス テ ー ク ホ ル ダ ー と の コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン を 図 る 手 段

と し て の 報 告 書 と 、 報 告 書 作 成 前 後 の プ ロ セ ス で あ る 報 告 や 統 合 の 考 え 方 で あ

る 統 合 思 考 と は 分 け て 議 論 さ れ る べ き で あ る と 指 摘 す る 。 そ し て 、 統 合 思 考 が

求 め ら れ る 背 景 に お い て 3 つ の 主 要 な 概 念 が あ る と す る 。即 ち 、第 1 に 、社 会

の ニ ー ズ や 問 題 に 取 り 組 む こ と で 社 会 的 価 値 を 創 造 し 、 そ の 結 果 、 経 済 的 価 値

が 創 造 さ れ る と い う 共 通 価 値 （ Creating Shared Value） の 創 造 と い う 概 念 で あ

る 13 。第 2 に 、全 て の コ ス ト と ス テ ー ク ホ ル ダ ー を 考 慮 し 、真 の ニ ー ズ に 取 り

組 む た め に 市 場 を 改 革 す る こ と に よ っ て 、 長 期 に お け る 経 済 価 値 の 創 造 を 最 大

化 す る 枠 組 み と し て の 持 続 可 能 な 資 本 主 義（ Sustainable Capitalism）と い う 概

念 で あ る 。 第 3 に 、 人 材 、 技 術 、 組 織 力 、 顧 客 と の ネ ッ ト ワ ー ク 、 ブ ラ ン ド 等

の 目 に 見 え な い 資 産 で あ り 、 企 業 の 競 争 力 の 源 泉 と な る 企 業 固 有 の 知 的 資 産 を

認 識 し 、 有 効 に 組 み 合 わ せ て 活 用 し て い く こ と を 通 じ て 収 益 に つ な げ る 知 的 資

産 経 営 と い う 概 念 で あ る 。 そ こ で は 、 WICI の 取 り 組 み が 検 討 の ベ ー ス の 1 つ

に な っ て い る 。そ し て 、こ れ ら 3 つ の 主 要 な 概 念 の キ ー ワ ー ド が 価 値 創 造 で あ

り 、 こ れ こ そ が IIRC が 提 唱 す る 国 際 統 合 報 告 フ レ ー ム ワ ー ク の 核 心 部 分 で あ

る と 指 摘 す る 。  

 

3-1-3. IIRC に よ る 国 際 統 合 報 告 フ レ ー ム ワ ー ク  

国 際 統 合 報 告 フ レ ー ム ワ ー ク に つ い て 、IIRC ホ ー ム ペ ー ジ に 掲 載 さ れ て い る

日 本 語 訳 （ IIRC, 2013b） よ り 概 観 す る 。 そ こ で は 、 IIRC の 長 期 的 な ビ ジ ョ ン

は 、 統 合 報 告 が 企 業 報 告 の 規 範 と な り 、 統 合 思 考 が 公 的 セ ク タ ー 及 び 民 間 セ ク

タ ー の 主 活 動 に 組 み 込 ま れ た 世 界 が 実 現 さ れ る こ と に あ る 。統 合 思 考 14 と 統 合

報 告 の 循 環 に よ っ て 、 効 率 的 か つ 生 産 的 な 資 本 の 配 分 が も た ら さ れ 、 そ れ に よ

っ て 金 融 安 定 化 と 持 続 可 能 性 に つ な が る と さ れ て い る 。  

                                                      
13 CSR の 新 た な 展 開 と し て の CSV が 見 ら れ た こ と は 先 述 の 通 り で あ る 。  
14 統 合 思 考 に 関 連 し て 、 ジ ェ シ カ （ 2013） は 、 社 内 の タ テ 割 り 意 識 （ サ イ
ロ ） を 壊 す こ と の 重 要 性 を 強 調 し て い る 。  
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そ し て 、 統 合 報 告 の 狙 い を 4 つ 示 し て い る 。 即 ち 、  

①  よ り 効 率 的 で 生 産 的 な 資 本 の 配 分 を 可 能 と す る た め に 、財 務 資 本 の 提 供 者 が

利 用 可 能 な 情 報 の 質 を 改 善 す る こ と 、  

②  複 数 の 異 な る 報 告 を 基 礎 に 、組 織 の 長 期 に わ た る 価 値 創 造 能 力 に 強 く 影 響 す

る あ ら ゆ る 要 因 を 伝 達 す る 企 業 報 告 に 関 し て 、よ り ま と ま り の あ る 効 率 的 な

ア プ ロ ー チ を 促 す こ と 、  

③  広 範 な 資 本（ 財 務 、製 造 、知 的 、人 的 、社 会・関 係 及 び 自 然 資 本 ）に 関 す る

説 明 責 任 及 び ス チ ュ ワ ー ド シ ッ プ を 向 上 さ せ る と と も に 、資 本 間 の 相 互 関 係

に つ い て 理 解 を 深 め る こ と 、  

④  短 、中 、長 期 の 価 値 創 造 に 焦 点 を 当 て た 統 合 思 考 、意 思 決 定 及 び 行 動 に 資 す

る こ と  

に あ る と す る 。  

統 合 報 告 書 は 原 則 主 義 に 基 づ く 。そ こ で は 、十 分 な 比 較 可 能 性 を 確 保 し つ つ 、

柔 軟 性 と 規 範 性 と の 適 切 な バ ラ ン ス を と る こ と を 目 的 と す る 。  

そ し て 、 フ レ ー ム ワ ー ク に お い て 、 統 合 報 告 書 の 全 般 的 な 内 容 を 統 括 す る 指

導 原 則 及 び 内 容 要 素 を 規 定 し て い る 。 フ レ ー ム ワ ー ク は 、 組 織 の 価 値 創 造 能 力

を 分 析 す る 上 で 利 用 可 能 な 、 統 合 報 告 書 に 含 ま れ る べ き 情 報 を 特 定 し て い る 。  

指 導 原 則 と し て は 、 戦 略 的 焦 点 と 将 来 志 向 （ 戦 略 が ど の よ う に 価 値 創 造 能 力

に 関 連 す る か 等 ）、 情 報 の 結 合 性 （ 相 互 関 連 性 等 ）、 ス テ ー ク ホ ル ダ ー と の 関 係

性（ 各 ス テ ー ク ホ ル ダ ー の 関 心 等 へ の 洞 察 ）、重 要 性（ 価 値 創 造 能 力 に 実 質 的 な

影 響 を 与 え る か 等 ）、簡 潔 性 、信 頼 性 と 完 全 性（ 重 要 性 の あ る 全 て の 事 象 を バ ラ

ン ス の と れ た 方 法 に よ っ て 等 ）、（ 期 間 を 超 え た ）首 尾 一 貫 性 と（ 他 の 組 織 と の ）

比 較 可 能 性 が 規 定 さ れ て い る 。  

ま た 、 内 容 要 素 と し て は 、 組 織 概 要 と 外 部 環 境 （ 組 織 が 何 を 行 う か 、 ど の よ

う な 環 境 に お い て 行 う か ）、ガ バ ナ ン ス（ 組 織 の ガ バ ナ ン ス 構 造 が 価 値 創 造 能 力

を い か に 支 え る か ）、 ビ ジ ネ ス モ デ ル （ 組 織 の ビ ジ ネ ス モ デ ル は 何 か ）、 リ ス ク

と 機 会（ 具 体 的 な リ ス ク と 機 会 、そ れ ら へ の 取 り 組 み ）、戦 略 と 資 源 配 分（ ど こ

を 目 指 し 、ど の よ う に そ こ に 辿 り 着 く か ）、実 績（ 戦 略 目 標 の 達 成 程 度 と 資 本 へ
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の ア ウ ト カ ム ）、見 通 し（ 直 面 す る 可 能 性 の 高 い 課 題 や 不 確 実 性 と 将 来 の 実 績 等

へ の 影 響 ）、作 成 と 表 示 の 基 礎（ 統 合 報 告 書 に 含 む 事 象 の 決 定 方 法 ）が 規 定 さ れ

て い る 。  

そ し て 、統 合 報 告 書 で 最 も 重 要 な ポ イ ン ト は 、図 表 1 の よ う な 価 値 創 造 プ ロ

セ ス で あ り 、 そ の 中 心 に は 内 容 要 素 に 規 定 さ れ て い る ビ ジ ネ ス モ デ ル が 示 さ れ

て い る 15 。そ の 形 状 か ら 一 般 的 に オ ク ト パ ス モ デ ル と 称 さ れ て い る 。こ こ で い

う イ ン プ ッ ト 、事 業 活 動 、ア ウ ト プ ッ ト 、ア ウ ト カ ム と い う ビ ジ ネ ス モ デ ル は 、

行 政 で よ く 使 わ れ る ロ ジ ッ ク モ デ ル と ほ ぼ 同 じ も の で あ る 16 。  

 

図 表 1 IIRC に お け る 価 値 創 造 プ ロ セ ス  

 

（ 出 典 ） IIRC （ 2013b, 訳 p.15, 図 2） よ り 。  

                                                      
15 IIRC（ 2013a, pp.15-17） で は そ の 基 礎 概 念 と し て 、 ビ ジ ネ ス モ デ ル と 価 値
創 造 が 並 列 に 位 置 付 け ら れ て い る が 、 IIRC（ 2013b, 訳 pp.14-17） で は 価 値 創
造 プ ロ セ ス の 中 に ビ ジ ネ ス モ デ ル が 位 置 付 け ら れ て お り 、 価 値 創 造 プ ロ セ ス が
相 対 的 に 強 調 さ れ て い る 。  
16 ロ ジ ッ ク モ デ ル の 詳 細 に つ い て は 大 西 ・ 日 置 （ 2016） を 参 照 さ れ た い 。 な
お 、 IIRC で は 、 ア ウ ト カ ム は 6 つ の 資 本 の 増 減 を 意 味 す る と さ れ て お り 、 こ
の 点 は 行 政 に お け る ロ ジ ッ ク モ デ ル の 場 合 と 異 な る 。  
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こ こ で は 、 資 本 と し て 、 財 務 資 本 、 製 造 資 本 、 知 的 資 本 、 人 的 資 本 、 社 会 ・

関 係 資 本 、自 然 資 本 が 挙 げ ら れ て い る 。こ の う ち 、知 的 資 本 、人 的 資 本 、社 会・

関 係 資 本 が 若 干 わ か り に く い の で 、 以 下 で 説 明 す る 。  

ま ず 、知 的 資 本 は 、組 織 的 な 知 識 ベ ー ス の 無 形 資 産 の こ と で あ る 。そ こ に は 、

知 的 財 産 権 と と も に 、 暗 黙 知 、 シ ス テ ム 、 手 順 及 び プ ロ ト コ ル な ど の 組 織 資 本

が 含 ま れ て い る 。  

ま た 、 人 的 資 本 は 、 人 々 の 能 力 、 経 験 及 び イ ノ ベ ー シ ョ ン へ の 意 欲 の こ と で

あ る 。 そ こ に は 、 組 織 ガ バ ナ ン ス ・ フ レ ー ム ワ ー ク や リ ス ク 管 理 ア プ ロ ー チ 、

倫 理 的 価 値 へ の 同 調 等 、 組 織 戦 略 を 理 解 ・ 開 発 ・ 実 践 す る 能 力 、 改 善 の た め に

必 要 な ロ イ ヤ リ テ ィ や 意 欲 等 が 含 ま れ て い る 。  

更 に 、社 会・関 係 資 本 は 、個 々 の コ ミ ュ ニ テ ィ 、ス テ ー ク ホ ル ダ ー グ ル ー プ 、

そ の 他 の ネ ッ ト ワ ー ク 間 ま た は 内 部 の 関 係 等 、 及 び 、 個 別 的 ・ 集 合 的 幸 福 を 高

め る た め に 情 報 を 共 有 す る 能 力 の こ と で あ る 。 そ こ に は 、 共 有 さ れ た 規 範 や 共

通 の 価 値 や 行 動 、 主 要 な ス テ ー ク ホ ル ダ ー と の 関 係 性 、 及 び 、 組 織 が 外 部 の ス

テ ー ク ホ ル ダ ー と と も に 構 築 し 保 持 に 努 め る 信 頼 及 び 対 話 の 意 思 、 組 織 が 構 築

し た ブ ラ ン ド 及 び 評 判 に 関 す る 無 形 資 産 な ど が 含 ま れ て い る 。  

 な お 、 複 数 の ビ ジ ネ ス モ デ ル を 有 す る 組 織 の 場 合 、 ビ ジ ネ ス モ デ ル を 細 分 化

す る こ と 等 は 組 織 が ど の よ う に 経 営 さ れ か に つ い て 効 果 的 に 説 明 す る 上 で 重 要

で あ る 。 そ こ で は 、 複 雑 性 を 減 ら す 要 請 と の バ ラ ン ス を と る 必 要 は あ る が 、 重

要 性 の あ る 情 報 は 省 略 さ れ る べ き で は な い 。  

 

3-2. 統 合 報 告 書 の 活 用 方 法  

IIRC 統 合 報 告 フ レ ー ム ワ ー ク で は 、統 合 報 告 書 の 主 た る 目 的 は 、財 務 資 本 の

提 供 者 に 対 し 、 組 織 が ど の よ う に 長 期 に わ た り 価 値 を 創 造 す る か を 説 明 す る こ

と に あ る と さ れ て い る 17 。し か し 、そ れ と と も に 、統 合 報 告 書 は 、価 値 創 造 能

                                                      
17 統 合 報 告 書 の 受 け 手 で あ る 機 関 投 資 家 が 、 投 資 先 企 業 の 持 続 的 成 長 を 導 く
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力 に 関 心 を 有 す る 全 て の ス テ ー ク ホ ル ダ ー に と っ て 有 益 で あ る 。 こ の 全 て の ス

テ ー ク ホ ル ダ ー に は 、 従 業 員 、 顧 客 、 サ プ ラ イ ヤ ー 、 事 業 パ ー ト ナ ー 、 地 域 社

会 、 立 法 者 、 規 制 当 局 及 び 政 策 立 案 者 を 含 む と さ れ て い る （ IIRC , 2013b, 訳

p.4）。  

統 合 報 告 書 を 活 用 す る 者 が 全 て の ス テ ー ク ホ ル ダ ー と さ れ て お り 、 幅 広 く 規

定 さ れ て い る こ と か ら 、 統 合 報 告 書 の 活 用 方 法 も ス テ ー ク ホ ル ダ ー に よ っ て 異

な り 、そ の 結 果 、複 数 あ る こ と も 予 想 さ れ る 。こ の 点 に 関 し て 、伊 藤（ 2016a）

は 、 情 報 開 示 と 情 報 利 用 の 2 つ の 活 用 方 法 が あ る と 指 摘 す る 。 即 ち 、 統 合 報 告

書 の 作 成 目 的 は 、 情 報 ギ ャ ッ プ の 解 消 と 信 頼 性 の 向 上 と い う 情 報 開 示 に あ る だ

け で な く 、 経 営 も し く は 戦 略 策 定 へ の 情 報 利 用 に も あ る と 指 摘 す る 。 そ こ で 、

こ の 2 つ の 活 用 方 法 に つ い て 概 観 す る 。  

 

3-2-1. 情 報 開 示  

伊 藤・西 原（ 2017）に よ れ ば 、企 業 が ス テ ー ク ホ ル ダ ー に 対 し 統 合 報 告 書 等

を 通 じ て 情 報 開 示 を 行 う 場 合 、大 き く 2 つ の 目 的 が あ る（ Burritt=Schaltegger, 

2010, p.832; Schaltegger, 2012, pp.8-10）。 第 1 の 目 的 は 、 法 令 や 制 度 に 準 拠 し

て 必 要 な 情 報 を 開 示 す る こ と で あ り 、 こ れ を ア ウ ト サ イ ド イ ン ・ ア プ ロ ー チ と

い う 。 こ れ に 対 し て 、 第 2 の 目 的 は 、 内 部 経 営 管 理 に 関 す る 情 報 を 開 示 す る こ

と で あ り 、 こ れ を イ ン サ イ ド ア ウ ト ・ ア プ ロ ー チ と い う 18 。  

南 ア フ リ カ で は 統 合 報 告 の 開 示 を 法 的 に 定 め て い る こ と か ら 、 ア ウ ト サ イ ド

イ ン・ア プ ロ ー チ は 必 須 と な る 。ま た 、先 述 の GRI の ガ イ ド ラ イ ン で は 、G1 か

ら G3.1 ま で は 、 開 示 内 容 の 網 羅 性 を 確 認 す る た め の チ ェ ッ ク リ ス ト が 示 さ れ

                                                      
た め に な す べ き 活 動 に つ い て 、 わ が 国 で は 2014 年 2 月 に 「『 責 任 あ る 機 関 投
資 家 』 の 諸 原 則 〈 日 本 版 ス チ ュ ワ ー ド シ ッ プ ・ コ ー ド 〉」 が 公 表 さ れ て い る
（ 2017 年 5 月 改 訂 ）。 そ こ で は 、 コ ー ド を 採 用 す る 機 関 投 資 家 は 、 投 資 先 企 業
と の 間 で 建 設 的 な 「 目 的 を 持 っ た 対 話 」（ エ ン ゲ ー ジ メ ン ト ） を 通 し て 責 任 を
果 た す こ と が 求 め ら れ て い る （ 松 井 , 2015）。  
18 以 下 で は 、 伊 藤 ・ 西 原 （ 2017） の 整 理 に 従 う 。  
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て お り 、 こ れ に よ り ガ イ ド ラ イ ン に 準 拠 し て い る か の 確 認 が で き る よ う に な っ

て い た 。 こ れ も ア ウ ト サ イ ド イ ン ・ ア プ ロ ー チ と い え よ う （ 伊 藤 ・ 西 原 , 2017, 

p.3）。 ア ウ ト サ イ ド イ ン ・ ア プ ロ ー チ は 、 開 示 情 報 を ス テ ー ク ホ ル ダ ー の 「 情

報 要 件 に 適 合 さ せ る こ と 」 と 特 徴 づ け る こ と が で き る （ Burritt=Schaltegger, 

2010, p.832）。  

こ れ に 対 し て 、 イ ン サ イ ド ア ウ ト ・ ア プ ロ ー チ は 、 企 業 の 戦 略 を 開 示 す る こ

と に よ り 、経 営 管 理 へ の 役 立 ち を 目 的 と し た ア プ ロ ー チ で あ る 。先 述 の GRI の

G4 で は 、 G1 か ら G3.1 ま で と は 異 な り 、 持 続 可 能 な 価 値 創 造 に 関 す る 戦 略 の

開 示 と い う イ ン サ イ ド ア ウ ト・ア プ ロ ー チ を 取 り 入 れ て い る（ 伊 藤・西 原 , 2017, 

p.3）。 企 業 が 戦 略 を 開 示 す る 理 由 は 、 こ れ に よ り 、 ス テ ー ク ホ ル ダ ー の 期 待 に

関 わ る 情 報 を 収 集 で き る か ら で あ る 。 そ の 意 味 で イ ン サ イ ド ア ウ ト ・ ア プ ロ ー

チ は 「 情 報 収 集 と コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン の プ ロ セ ス 」 と 特 徴 づ け る こ と が で き る

（ Burritt=Schaltegger, 2010, p.832）。  

こ れ ら 2 つ の ア プ ロ ー チ に 加 え 、 2 つ の 目 的 を 併 せ 持 っ た ツ イ ン ・ ア プ ロ ー

チ と 呼 ば れ る 情 報 開 示 も あ る （ Stubbs=Higgins, 2014, p.1074）。 こ れ は 、 法 令

や 制 度 へ の 準 拠 と 経 営 管 理 へ の 役 立 ち と い う 両 取 り の ア プ ロ ー チ で あ る 。 そ し

て 、伊 藤 ・ 西 原（ 2017）は 、統 合 報 告 の 4 つ の 狙 い（ 先 述 ）を 挙 げ 、統 合 報 告

は こ の ツ イ ン ・ ア プ ロ ー チ に よ る 情 報 開 示 を 目 的 と し て い る と 推 察 で き る と 指

摘 し て い る 。 そ こ で は 、 4 つ の 狙 い の う ち 、 情 報 の 質 の 改 善 や ま と ま り の あ る

効 率 的 な 報 告 、 資 本 間 の 相 互 関 係 に つ い て の 説 明 責 任 な ど は 、 ア ウ ト サ イ ド イ

ン ・ ア プ ロ ー チ と な る 情 報 要 件 へ の 適 合 に 、 統 合 思 考 な ど は 、 イ ン サ イ ド ア ウ

ト ・ ア プ ロ ー チ と な る 情 報 収 集 と コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン の プ ロ セ ス に 該 当 す る と

考 え て い る と 思 わ れ る 。  

 

3-2-2. 情 報 利 用  

統 合 報 告 に よ る 情 報 開 示 は 、 制 度 等 へ の 準 拠 と 経 営 管 理 へ の 役 立 ち と い う ツ

イ ン・ア プ ロ ー チ で あ る こ と は 先 述 し た 。こ こ で い う 経 営 管 理 へ の 役 立 ち と は 、

戦 略 を 開 示 す る こ と に よ り 外 部 の ス テ ー ク ホ ル ダ ー の 期 待 に 関 わ る 情 報 を 収 集
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で き る こ と を い う 。 こ れ に 対 し て 、 も っ ぱ ら 組 織 内 部 の 経 営 管 理 者 や 従 業 員 と

い っ た ス テ ー ク ホ ル ダ ー と の コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン へ の 活 用 と い う の 観 点 か ら の

議 論 を 概 観 す る （ 伊 藤 , 2016a）。 伊 藤 （ 2014a） は 、 こ れ を 情 報 利 用 と 名 付 け 、

以 下 の よ う に 述 べ て い る 。  

統 合 報 告 に は 、情 報 利 用 と い う 経 営 管 理 上 の 役 立 ち が あ る 。そ こ で は 、ま ず 、

① 統 合 報 告 を す る こ と で 、投 資 家 と の 信 頼 関 係 が 確 立 で き る 19 。次 に 、② 価 値

創 造 プ ロ セ ス を 外 部 報 告 す る こ と に よ り 、 従 業 員 に 効 果 的 な 外 圧 を 与 え 、 内 部

経 営 管 理 者 に 市 場 の 論 理 を 導 入 で き る 。 更 に 、 ③ 従 業 員 に と っ て は 、 戦 略 情 報

の 共 有 と 協 力 体 制 の 強 化 が 可 能 と な る 。 戦 略 の 開 示 に よ っ て 、 全 て の 従 業 員 が

情 報 共 有 で き 、 自 ら の 業 務 を 戦 略 へ と 方 向 付 け 、 協 力 体 制 に 向 か う よ う に な る

か ら で あ る 。 ま た 、 ④ 従 業 員 が 戦 略 を 理 解 す る こ と で 、 自 ら 不 足 す る 能 力 の ス

キ ル ア ッ プ に も 寄 与 で き る 。 そ し て 、 ⑤ 新 た な 組 織 文 化 の 形 成 に 役 立 つ 。 こ れ

は 新 た な 将 来 の 価 値 創 造 を 探 索 し 、 リ ス ク マ ネ ジ メ ン ト を 適 切 に 行 う よ う に な

る か ら で あ る 。 最 後 に 、 ⑥ こ れ ら の 効 果 と し て 、 レ ピ ュ テ ー シ ョ ン リ ス ク の 低

減 と 、戦 略 の 策 定 と 実 行 の マ ネ ジ メ ン ト が 強 化 さ れ る 、と 伊 藤（ 2014a）は 指 摘

す る 。そ し て 、統 合 報 告 の 経 営 管 理 上 の 意 義 に つ い て 、伊 藤（ 2014a）は 図 表 2

を 示 し て い る 。  

 こ の よ う に 、 内 部 経 営 管 理 と し て こ れ ま で 行 っ て き た こ と に 外 圧 が 加 わ る こ

と で 、 透 明 性 を 増 し た よ り 適 正 な 内 部 管 理 へ と 向 か う こ と が で き る 。 こ れ に 関

連 し て 、「 情 報 が 外 部 に 報 告 さ れ る と き 、信 頼 性 の 基 準 は と り わ け 高 く な る 。外

部 報 告 に 求 め ら れ る 質 が 高 け れ ば そ れ だ け 内 部 情 報 の 質 も 高 く な り 、 そ の 結 果

意 思 決 定 の 質 も 高 ま る 」 と す る 指 摘 も あ る （ Eccles=Krzus, 2010, p.151, 訳

p.135）。  

  

図 表 2 統 合 報 告 の 経 営 管 理 上 の 意 義  

                                                      
19 ① は 、 ② 以 下 の 情 報 利 用 の 前 提 条 件 と 位 置 付 け ら れ て い る 。  
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（ 出 典 ） 伊 藤 （ 2014a, p.162, 図 表 1） よ り 。  

 

 以 上 の よ う な 統 合 報 告 に よ る 情 報 利 用 に 関 連 し て 、 統 合 報 告 は 、 ス テ ー ク ホ

ル ダ ー へ の 情 報 開 示 か ら 経 営 者 の 戦 略 策 定 と マ ネ ジ メ ン ト の た め の 情 報 利 用 へ

と パ ラ ダ イ ム シ フ ト し て い る と の 指 摘 が あ る （ 伊 藤 , 2018, p.12）。 な ぜ な ら 、

従 来 か ら 存 在 す る 財 務 報 告 書 に 加 え て 任 意 の サ ス テ ナ ビ リ テ ィ レ ポ ー ト が 開 示

さ れ る こ と に よ り 、 両 者 の 情 報 が 一 貫 し て お ら ず 、 投 資 家 だ け で な く ス テ ー ク

ホ ル ダ ー の 信 頼 性 を 失 っ て き た 。 ま た 、 価 値 創 造 プ ロ セ ス や 戦 略 を 可 視 化 す る

こ と で 、 ス テ ー ク ホ ル ダ ー と の エ ン ゲ ー ジ メ ン ト を と る 必 要 も 出 て き た か ら で

あ る（ 伊 藤 , 2018, pp.11-12）。こ の 方 向 性 は 、戦 略 的 ヘ ッ ド セ ッ ト 20 と い う 概

念 を 用 い て 、 情 報 開 示 だ け で な く 、 ス テ ー ク ホ ル ダ ー と の 対 話 か ら 戦 略 策 定 の

情 報 を 獲 得 す る と い う Smith（ 2017, p.27） の 認 識 と 類 似 す る 。  

 

3-3. ビ ジ ネ ス モ デ ル 開 示 の 類 型  

統 合 報 告 に お い て は 、 財 務 資 本 の 提 供 者 （ そ の 代 表 は 投 資 家 で あ ろ う ） の 目

線 で 、 価 値 創 造 能 力 に 関 し て 必 要 か つ 十 分 な 情 報 が 得 ら れ る か が 極 め て 重 要 で

                                                      
20 戦 略 に つ い て 発 信 す る マ イ ク と 戦 略 の た め に 受 信 す る イ ヤ ホ ン の 機 能 を 持
っ た 戦 略 の ヘ ッ ド セ ッ ト と い う 意 味 で あ る 。  
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あ る 。 そ こ で の ポ イ ン ト は 価 値 創 造 プ ロ セ ス で あ り 、 な か ん ず く 、 ビ ジ ネ ス モ

デ ル が 重 要 と な る 。  

こ の ビ ジ ネ ス モ デ ル の 開 示 に 関 し て は 、 現 在 の と こ ろ 、 い く つ か の 類 型 が 指

摘 さ れ て い る 。D＆ IR（ 2018a, b）お よ び 伊 藤（ 2016a）を 参 考 に 、あ え て 類 型

化 を 試 み る と 、ビ ジ ネ ス モ デ ル 開 示 の 類 型 は 大 き く 4 つ に 分 け ら れ る よ う に 思

わ れ る 21 。 以 下 、 2017 年 の 統 合 報 告 を 例 に と れ ば 、  

①  IIRC の 価 値 創 造 プ ロ セ ス に 比 較 的 忠 実 に 従 い つ つ 、 戦 略 マ ッ プ の よ う な 手

法 を 用 い て ビ ジ ネ ス モ デ ル を 示 し て い る 類 型 （ 図 表 3）、  

②  複 数 の 事 業 領 域 を 踏 ま え 、ビ ジ ネ ス モ デ ル を 事 業 領 域 で 示 し て い る 類 型（ 図

表 4、 5、 6）、  

③  事 業 を 段 階 的 に バ リ ュ ー チ ェ ー ン で 示 し て い る 類 型 （ 図 表 7、 ８ ）、  

④  自 社 の 競 争 優 位 に つ い て の 考 え 方 を 示 し て い る 類 型 （ 図 表 9、 10）  

と 分 け ら れ る よ う に 思 わ れ る 。  

下 記 の 図 表 を 見 る 限 り 、 こ れ ら の い ず れ も が 比 較 的 抽 象 的 な 表 記 に 止 ま っ て

い る 。 こ の 中 で は 、 ① の 戦 略 マ ッ プ を 援 用 す る 類 型 が 相 対 的 に 具 体 的 で あ る よ

う に 思 わ れ る が 、 こ の 点 に 関 し て 伊 藤 （ 2016a） は 、 IIRC は ビ ジ ネ ス モ デ ル の

ア ウ ト プ ッ ト や ア ウ ト カ ム を 可 視 化 す る よ う に 要 求 し て い る が 、 こ れ が 先 行 指

標 と 遅 行 指 標 を 意 味 す る の で あ れ ば 、BSC で は ス コ ア カ ー ド で 測 定・管 理 す る

こ と と な り 、 そ う な る と ラ イ バ ル に 手 の 内 を さ ら す こ と と な っ て し ま う 可 能 性

が あ る 。 そ こ で 、 ス コ ア カ ー ド で は な く 、 戦 略 マ ッ プ を 用 い て 価 値 創 造 プ ロ セ

ス を 可 視 化 す る こ と で 、 そ の 目 的 か ら は 十 分 で あ ろ う と 指 摘 す る 。  

い ず れ に せ よ 、 ビ ジ ネ ス モ デ ル を ど の よ う に 開 示 す べ き か に つ い て は 、 ラ イ

バ ル の 目 も 意 識 し て か 、現 状 で は 様 々 な も の と な っ て い る 。こ の 点 に つ い て は 、

今 後 と も 議 論 が 積 み 重 ね ら れ る こ と が 期 待 さ れ る 。  

 

                                                      
21 こ こ で は ビ ジ ネ ス モ デ ル に 着 眼 し て い る 。 GPIF（ 年 金 積 立 金 管 理 運 用 独 立
行 政 法 人 ） は 国 内 株 式 運 用 機 関 の 選 定 に よ る 「 優 れ た 統 合 報 告 書 」 5 社 と 「 改
善 度 の 高 い 統 合 報 告 書 」 4 社 を 公 表 し て い る （ GPIF, 2018）。  
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図 表 3 エ ー ザ イ の 価 値 創 造 プ ロ セ ス  

 

（ 出 典 ） エ ー ザ イ （ 2017, pp.10-11） よ り 。  

 

図 表 4 オ ム ロ ン の 価 値 創 造 プ ロ セ ス  

 
（ 出 典 ） オ ム ロ ン （ 2017, pp.2-3） よ り 。  

 

図 表 5 IHI の 価 値 創 造 プ ロ セ ス  



26 
 

 

（ 出 典 ） IHI（ 2017, p.4） よ り 。  

 

図 表 6 み ず ほ フ ィ ナ ン シ ャ ル グ ル ー プ の 価 値 創 造 プ ロ セ ス  

 
（ 出 典 ） み ず ほ FG（ 2017, pp.21-22） よ り 。  

 

図 表 7 ア サ ヒ グ ル ー プ の 価 値 創 造 プ ロ セ ス  
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（ 出 典 ） ア サ ヒ グ ル ー プ （ 2017, pp.24-25） よ り 。  

 

図 表 8 コ ニ カ ミ ノ ル タ の 価 値 創 造 プ ロ セ ス  
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（ 出 典 ） コ ニ カ ミ ノ ル タ （ 2017, pp.27-28） よ り 。  

 

図 表 9 ロ ー ソ ン の 価 値 創 造 プ ロ セ ス  

 
（ 出 典 ） ロ ー ソ ン （ 2017, pp.24-25） よ り 。  

 

図 表 10 リ コ ー の 価 値 創 造 プ ロ セ ス  

 

（ 出 典 ） リ コ ー （ 2017） よ り 。  

 

4. 統 合 報 告 の 行 政 へ の 展 開 可 能 性  

国 際 統 合 報 告 フ レ ー ム ワ ー ク で は 、 こ の フ レ ー ム ワ ー ク は 主 と し て 民 間 の 営

利 企 業 を 対 象 に 記 述 さ れ て い る が 、「 公 的 セ ク タ ー 及 び 非 営 利 組 織 へ の 適 用 も

（ 必 要 に 応 じ て 修 正 す る こ と に よ っ て ）可 能 で あ る 」と 記 載 さ れ て い る（ IIRC, 
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2013b, 訳 p.5）。 こ の よ う に 、 IIRC に お い て も 行 政 へ の 展 開 可 能 性 は 想 定 し て

い る 。そ こ で 、こ こ で は 、伊 藤（ 2014a）の 枠 組 み に な ら い 、行 政 に 関 し て 統 合

報 告 の 情 報 開 示 と 情 報 利 用 に つ い て 検 討 す る と と も に 、 行 政 の 場 合 に は 指 摘 さ

れ る こ と が 多 い と 思 わ れ る 持 続 可 能 性 の 視 点 、 と り わ け 環 境 問 題 へ の 対 応 に つ

い て の 若 干 の 考 察 を 行 い た い 。  

 

4-1. 行 政 に お け る 統 合 報 告 書 の 2 つ の 活 用 方 法  

こ こ で は 、情 報 開 示 と 情 報 利 用 の 2 つ の 活 用 方 法 の 観 点 か ら 行 政 へ の 展 開 可

能 性 を 検 討 す る 。結 論 か ら 先 に い え ば 、企 業 と は 異 な る 構 図 に な る と 思 わ れ る 。

そ の 上 で 、 方 法 論 と し て の 管 理 会 計 手 法 の 重 要 性 に つ い て 若 干 の 言 及 を 行 う 。  

 

4-1-1. 行 政 に お け る 情 報 開 示  

先 述 の よ う に 、 統 合 報 告 書 で は 、 財 務 資 本 の 提 供 者 た る 投 資 家 等 の 目 線 で 、

価 値 創 造 能 力 に 関 し て 必 要 か つ 十 分 な 情 報 が 得 ら れ る か が 極 め て 重 要 で あ る 。

そ こ で の ポ イ ン ト は 当 該 企 業 の 価 値 創 造 プ ロ セ ス で あ り 、 と り わ け 当 該 企 業 の

ビ ジ ネ ス モ デ ル が 投 資 家 の 目 線 で ど の よ う に 評 価 さ れ る の か が 極 め て 重 要 と な

る 。 そ こ で 、 行 政 の 場 合 、 こ の よ う な 投 資 家 等 が 存 在 す る か が 問 題 と な る 。  

財 務 資 本 の 提 供 者 た る 投 資 家 等 の う ち 、 ま ず 投 資 家 に つ い て 検 討 し て み る 。

こ の 点 を わ が 国 の 行 政 に つ い て 述 べ れ ば 、 わ が 国 で は 、 独 立 行 政 法 人 や 地 方 公

営 企 業 等 で あ っ て も 、 そ れ ぞ れ の 独 自 の 信 用 力 に 基 づ い た 資 金 調 達 は 行 っ て い

な い こ と が 多 い 。 例 え ば 、 わ が 国 の 地 方 公 共 団 体 は 、 国 全 体 の 地 方 財 政 制 度 の

も と 、ソ ブ リ ン（ 国 家 主 権 ）た る 中 央 政 府 の 信 用 力 で 調 達 し て い る 。こ の た め 、

法 人 格 と し て は 地 方 公 共 団 体 の 一 部 を な す 地 方 公 営 企 業 も 結 局 の と こ ろ 、 中 央

政 府 の 信 用 力 に 依 存 し て い る こ と と な る 。 よ っ て 、 仮 に 統 合 報 告 と し て 開 示 さ

れ た 場 合 で あ っ て も 、 こ れ が 投 資 家 の 目 線 で 情 報 開 示 と し て 活 用 さ れ る 可 能 性

は 、 極 め て 限 ら れ た も の と な ら ざ る を 得 な い と 思 わ れ る 。  

し か し 、 行 政 の 場 合 、 財 務 資 本 の 提 供 者 と し て は 納 税 者 も 存 在 す る 。 こ の 納

税 者 の 理 解 は 、 行 政 で は 極 め て 重 要 で あ る 。 こ の 点 に 関 連 し て 、 統 合 報 告 の 中
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心 に 存 在 す る ロ ジ ッ ク モ デ ル の そ も そ も の 誕 生 と 情 報 開 示 が 関 係 し て い る こ と

を 指 摘 し た い 。大 西・日 置（ 2016）で 整 理 し た よ う に 、ロ ジ ッ ク モ デ ル は ODA

分 野 か ら 始 ま っ た 。 そ こ で は 、 な ぜ 税 金 に よ る 巨 額 な 資 金 が 海 外 の 諸 国 に 供 与

さ れ な け れ ば な ら な い の か と い う 納 税 者 の 疑 問 に 答 え る 必 要 が あ っ た と 指 摘 さ

れ て い る （ 高 橋 , 1993, p.1）。  

加 え て 、 行 政 の 場 合 、 組 織 外 の ス テ ー ク ホ ル ダ ー と し て 地 域 住 民 等 の 関 係 者

も 存 在 す る 。 行 政 に お い て 関 係 者 の 協 力 を 得 る こ と は 、 行 政 を 円 滑 に 進 め る た

め に 非 常 に 重 要 と な る 。 関 係 者 の 協 力 が 得 ら れ な い 行 政 組 織 は そ の 分 余 計 な コ

ス ト を 費 消 し な け れ ば な ら な い か ら で あ る 。  

以 上 か ら 、 組 織 外 の ス テ ー ク ホ ル ダ ー た る 納 税 者 や 関 係 者 の 理 解 を 得 て 、 そ

の 協 力 を 得 る こ と を 目 的 と す る と い う 意 味 で の 情 報 開 示 は 、 企 業 の 場 合 以 上 に

重 要 に な っ て く る と 思 わ れ る 。  

  

4-1-2. 行 政 に お け る 情 報 利 用  

 こ こ で は 、 組 織 内 の ス テ ー ク ホ ル ダ ー た る 内 部 管 理 者 や 職 員 に 対 す る 、 統 合

報 告 の 情 報 利 用 に つ い て 検 討 す る 。 内 部 管 理 者 や 職 員 へ の 影 響 で あ る が 、 外 部

に 提 示 す る 統 合 報 告 に よ り 、 内 部 管 理 者 や 職 員 に 効 果 的 な 外 圧 を 与 え 、 職 員 を

規 律 付 け る こ と が で き る 。 そ し て 、 ロ ジ ッ ク モ デ ル 等 を 通 じ て 、 職 員 間 で 戦 略

情 報 が 共 有 化 さ れ 、 そ の 協 力 体 制 を 強 化 す る こ と が 容 易 に な る 。 更 に 、 職 員 が

戦 略 を 理 解 す る こ と で 、今 後 必 要 と な る ス キ ル ア ッ プ も 意 識 さ れ る よ う に な る 。

そ し て 、 こ れ ら を 通 じ て 新 た な 組 織 文 化 の 形 成 に も 役 立 つ と 考 え ら れ る 。  

そ し て 、 こ の よ う な 情 報 利 用 に 伴 い 行 政 内 部 が 効 果 的 に 規 律 付 け ら れ る 等 の

結 果 、 当 該 行 政 組 織 の レ ピ ュ テ ー シ ョ ン リ ス ク が 低 減 さ れ る 。 ま た 、 ロ ジ ッ ク

モ デ ル や 戦 略 マ ッ プ と い う 形 で 戦 略 が 可 視 化 さ れ る 等 の 結 果 、 戦 略 と 実 行 の マ

ネ ジ メ ン ト が 強 化 さ れ る こ と と な る 。  

 な お 、 行 政 に お い て は 、 企 業 の 場 合 と 異 な り 、 収 益 拡 大 ・ 利 益 確 保 の 要 請 が

な い あ る い は 弱 い こ と が 多 い 。こ の た め 、統 合 報 告 に お け る 情 報 利 用 の 効 果 は 、

企 業 の 場 合 以 上 に 大 き い と 考 え ら れ る 。  
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4-1-3. 方 法 論 と し て の 管 理 会 計 手 法 の 重 要 性  

統 合 報 告 の 中 心 に あ る 価 値 創 造 プ ロ セ ス は 、 ロ ジ ッ ク モ デ ル や 戦 略 マ ッ プ で

表 記 さ れ る 。 統 合 報 告 に お い て は 、 価 値 創 造 プ ロ セ ス を 論 理 的 に 表 現 で き る 方

法 論 が 非 常 に 重 要 な 存 在 と な る 。 こ の た め 、 こ こ で 、 こ の 方 法 論 を ど の よ う に

考 え る の か に つ い て 整 理 し て お く こ と と し た い 。  

方 法 論 を 考 え る に あ た っ て 、 管 理 会 計 論 は 非 常 に 参 考 に な る 。 な ぜ な ら 、 管

理 会 計 論 は 現 在 、 方 法 論 の 集 合 体 の 観 を 呈 し て い る か ら で あ る （ 大 西 , 2017）。

な お 、 筆 者 は 、 ロ ジ ッ ク モ デ ル や 戦 略 マ ッ プ に つ い て 、 こ れ ら を 管 理 会 計 手 法

に 含 め て 考 え て い る （ 大 西 , 2018a）。  

こ の ロ ジ ッ ク モ デ ル や 戦 略 マ ッ プ は 、 戦 略 に つ い て こ れ を 論 理 的 に 示 す た め

の 表 現 に は 適 し て い る 。 そ の 一 方 、 実 際 の 業 務 運 営 に お い て は 、 戦 略 レ ベ ル の

方 法 論 だ け で は 用 は 足 り な い 。 そ こ で は 、 戦 略 レ ベ ル か ら 業 務 レ ベ ル に 段 階 的

に ブ レ ー ク ダ ウ ン さ せ つ つ 、 目 標 を 連 鎖 さ せ な が ら カ ス ケ ー ド し て い く （ 落 と

し 込 ん で い く ） こ と が 求 め ら れ る （ 大 西 , 2018b）。 戦 略 レ ベ ル か ら 業 務 レ ベ ル

ま で 、 方 法 論 と し て つ な げ て 表 現 で き る か が 重 要 と な る の で あ る 。 そ し て 、 こ

の よ う に 、 い く つ か の 方 法 論 を 戦 略 レ ベ ル か ら 業 務 レ ベ ル ま で 階 層 的 に つ な げ

る に 際 し て 、様 々 な 方 法 論 を い か に 組 み 合 わ せ る か が 非 常 に 重 要 と な る 22 。業

務 レ ベ ル に ま で つ な げ る こ と は 、 情 報 利 用 に お い て 特 に 重 要 で あ る 。 こ の よ う

な こ と か ら 、 統 合 報 告 に お い て は 、 管 理 会 計 手 法 そ の も の が 重 要 と な る と 考 え

ら れ る の で あ る 。  

企 業 の 場 合 に は 、 ラ イ バ ル 企 業 に 手 の 内 を さ ら す こ と を 避 け る 必 要 が あ る こ

と か ら 、 業 務 レ ベ ル に ま で つ な が る 形 で 管 理 会 計 手 法 を 示 す こ と は 適 当 で は な

い こ と が 多 い 。 一 方 、 行 政 の 場 合 に は そ こ ま で の 守 秘 性 は 求 め ら れ な い 場 合 が

多 い 23 。こ の た め 、行 政 の 場 合 、あ る 程 度 の 公 表 を 視 野 に 入 れ た 、方 法 論 と し

                                                      
22 大 西 （ 2018b, p.34, 図 14） に お い て 、 い く つ か の 方 法 論 に つ い て 暫 定 的 な
整 理 を 行 っ て い る 。  
23 た だ し 、 詳 細 を 公 表 す る と 理 解 が 困 難 に な る ケ ー ス や 、 そ も そ も 詳 細 の 公
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て の 管 理 会 計 手 法 の 重 要 性 は 、 企 業 の 場 合 以 上 に 相 対 的 に 高 ま る と 思 わ れ る 。  

 と は い え 、 行 政 分 野 に よ る 違 い は あ ろ う 。 価 値 創 造 プ ロ セ ス や ビ ジ ネ ス モ デ

ル と し て 、 ロ ジ ッ ク モ デ ル や 戦 略 マ ッ プ を 構 築 で き る 行 政 の 場 合 に は 、 統 合 報

告 の 情 報 開 示 や 情 報 利 用 は イ メ ー ジ し 易 い 。例 え ば 、大 西（ 2018a）で 指 摘 し て

い る よ う に 、 独 立 行 政 法 人 や 地 方 公 営 企 業 、 行 政 の 執 行 部 局 な ど で は 、 ロ ジ ッ

ク モ デ ル 等 の 構 築 は イ メ ー ジ し 易 い 。 そ の 一 方 、 政 策 の 企 画 立 案 部 局 に お い て

は 、因 果 関 係 仮 説 や 目 的-手 段 関 係 が そ も そ も 設 定 し に く い 場 合 も あ り 、統 合 報

告 の 活 用 そ の も の が 相 当 程 度 に 限 定 的 と な る ケ ー ス も 多 い と 思 わ れ る 。  

 最 後 に 、 管 理 会 計 手 法 の 役 立 ち に 関 連 し て 、 筆 者 は 以 前 、 行 政 に お け る 管 理

会 計 に つ い て 、 行 政 へ の 納 税 者 等 の 理 解 の 向 上 と 行 政 組 織 の 信 頼 性 の 向 上 に つ

な が る「 外 へ の 可 視 化 」と 、行 政 組 織 内 部 に お け る PDCA サ イ ク ル の 実 効 化 と

職 員 の 動 機 付 け に 役 立 つ 「 内 へ の 可 視 化 」 と い う 概 念 を 提 示 し た （ 大 西 , 2010, 

pp.303-307）。 先 述 の 行 政 に お け る 情 報 開 示 や 情 報 利 用 に お け る 管 理 会 計 の 役

割 に お い て も 、 筆 者 と し て は こ の 考 え 方 が 当 て は ま る と 考 え て い る こ と は 付 言

し て お き た い 。  

 

4-2. 環 境 問 題 へ の 対 応 の 視 点  

本 稿 の 最 初 で 述 べ た よ う に 、 統 合 報 告 に い た る 議 論 の 中 で 、 持 続 可 能 性 、 と

り わ け 環 境 問 題 へ の 対 応 は 議 論 の 重 要 な 流 れ で あ る 。 こ の 点 に 関 し て 、 現 在 の

統 合 報 告 に 関 す る 議 論 は 、 ビ ジ ネ ス モ デ ル を 中 心 と す る 価 値 創 造 プ ロ セ ス が 重

要 で あ る と さ れ て い る 。 こ の た め 、 環 境 問 題 へ の 対 応 の 視 点 は 、 価 値 創 造 プ ロ

セ ス に お け る 自 然 資 本 と の 関 係 で 表 現 さ れ る 程 度 の も の と な っ て お り 、 議 論 の

後 背 に 引 き 下 が っ て い る よ う に 見 受 け ら れ る 。  

し か し な が ら 、社 会 関 連 会 計 の う ち 環 境 問 題 の 重 要 性 か ら 、1990 年 代 に 環 境

会 計 に 注 目 が 集 ま っ た よ う に 、 今 後 と も 環 境 会 計 に 耳 目 が 集 ま る こ と は 容 易 に

予 想 さ れ る 。し か も 、英 国 チ ャ ー ル ズ 皇 太 子 が A4S 設 立 時 に 示 し た 環 境 問 題 へ

                                                      
表 が 適 当 で は な い ケ ー ス も 想 定 し 得 る 。  
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の 対 応 の 視 点 な ど を 踏 ま え れ ば（ 先 述 ）、統 合 報 告 の 枠 組 み に つ い て の 今 後 の 検

討 に お い て 、 環 境 問 題 に 対 応 す べ き と の 揺 り 戻 し が あ る こ と も 想 像 し 得 る 。  

し か も 、 行 政 に 対 し て は 、 企 業 の 場 合 以 上 に 、 環 境 問 題 へ の 対 応 を 優 先 す べ

し と す る 主 張 が 強 く な る こ と は 十 分 に 想 定 で き る 。 筆 者 と し て は 、 そ の よ う な

ケ ー ス で は 、 行 政 は 大 な り 小 な り 経 済 社 会 を 規 制 ・ 誘 導 し て い く こ と が で き る

こ と か ら 、 行 政 組 織 単 体 で 対 応 を 考 え て い く の で は な く 、 経 済 社 会 全 体 で 環 境

問 題 へ の 対 応 を 考 え て い く こ と が 望 ま し い と 考 え て い る 。 そ の 場 合 、 ア イ デ ア

レ ベ ル の 筆 者 の 意 見 で は あ る が 、 環 境 に 関 す る 地 域 的 な マ ク ロ 会 計 の よ う な 取

り 組 み の イ メ ー ジ と な る の で は な い か と 考 え て い る 。  

 

5. お わ り に  

以 上 で は 、 統 合 報 告 に い た る 議 論 の 流 れ を 概 観 す る と と も に 、 統 合 報 告 の 現

状 と 課 題 に つ い て 整 理 し た 。 そ し て 、 統 合 報 告 の 活 用 方 法 と し て は 情 報 開 示 と

情 報 利 用 が あ る こ と を 指 摘 し た の ち 、 行 政 へ の 展 開 可 能 性 に つ い て 若 干 の 検 討

を 行 っ た 。 行 政 に お い て も 企 業 の 統 合 報 告 と 同 様 、 情 報 開 示 と 情 報 利 用 と い う

2 つ の 活 用 方 法 が あ る が 、 企 業 の 場 合 よ り も 守 秘 性 が 緩 く 解 さ れ る こ と の 多 い

こ と か ら 、 情 報 利 用 が 相 対 的 に 重 要 で あ る と 考 え ら れ る と と も に 、 そ こ で は 管

理 会 計 手 法 が よ り 重 要 に な っ て く る と 思 わ れ る 。  

以 上  
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